
5-8

H27 H28 H29 H30 R1

1 1回 2回 2回

2 1回 5回 2回

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

施策体系との関連

対　象

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 100 100

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 100 100

0 0

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 100 100

一般財源 100 100

人員（人工）

地方債

その他

100 100

国道支出金

まちなか活性化運営委員会の開催
回数

R1予算 R1決算 R2予算

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

中心市街地が活性化することにより、まちの活力と賑わいの創出が図られる。

３　事務事業の現状

実績値

中心市街地活性化推進協議会の開
催回数

事務や事業が対象としている人
や団体など

根室市中心市街地活性化推進協議会

対象者の今後の予想 同程度

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

今後のまちづくりに向けた市民要望の把握と調査・研究等の事業に対する負担金を拠出し、関係団
体が連携し中心市街地活性化を図る。

施策目標 活力と賑わいのある商工業のまち

２　事務事業の概要と目的

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
□中間
■事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙２　　　　　　　事務事業評価（事後評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 　商工観光課商工労政担当

事務事業名 　商業近代化推進事業 事業番号 10176

１　施策体系

施策区分 商工業の振興



作成年月日

負担金・補助金については、事業内容を精査した上で、必要に応じて検討していく。

■ある　　□一部ある　　□ない

令和2年6月

中心市街地の賑わい創出が事業目的のため、令和2年度から「12491まちなか賑わいづくり事業」へ
統合済のもの。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 負担金については、一定の額を設定しており、既に受益者負担はある。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
■見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　■統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

推進協議会及び運営委員会の開催は年1回となっており、賑わい創出のための取組について議論
はされるものの、実現までに時間を要する。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

財政的支援要素が強いため、事業の特殊性からも、市以外が単独で取り組むことは難しい。

□ある　　■一部ある　　□ない

事業を具体化させ、実現するためには、定期的な推進協議会及び運営委員会の開催を事務局に促
す必要がある。

□ある　　■一部ある　　□ない

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

見直し状況 □検討中　　■見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など 令和2年度より「12491まちなか賑わいづくり事業」に統合済み。

今後の動向・市民ニーズなど
中心市街地の活性化による賑わいの創出が期待され、市民の生活空間としての魅力化が図られる
ため、継続予定である。

５　事務事業の評価

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか



5-8

H27 H28 H29 H30 R1

1 2回 延べ1回 延べ1回

2 47名
延べ100

人
延べ100

人

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

施策体系との関連

対　象

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 454 401

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 19 17

人員（人工） 0.08 0.08

615 615

187

187

一般財源 0 0

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 908 802

地方債

その他 293

説明会への参加者数

１　施策体系

施策区分 商工業の振興

施策目標 活力と賑わいのある商工業のまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

国道支出金

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

市内事業者を対象にクレジットカードや電子マネーの普及による消費者に対する利便性など、キャッ
シュレス決済制度の理解を深めることを目的とする。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

市内事業者のキャッシュレス決済制度の理解が進むことにより、キャッシュレス決済に対応した店舗
の増加が期待される。

３　事務事業の現状

R1予算 R1決算 R2予算

293

別紙２　　　　　　　事務事業評価（事後評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 　商工観光課商工労政担当

事務事業名 　キャッシュレス決済導入促進事業 事業番号 12780

実績値

市内事業者向け説明会の開催

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
□中間
■事後

事務区分
■自治
□法定受託

事業所

対象者の今後の予想 同程度



６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（Ｒ　年度末終了予定）
□休止
□廃止
■完了

作成年月日 令和2年6月

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

事業実施後、一定程度市内事業所にキャッシュレス決済端末が導入されたことから、増加傾向にあ
る。

令和元年度に実施した事業であることから、他に類似する事業もなく、統合の可能性はない。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか キャッシュレス決済端末の導入については既に受益者負担がある。

市内事業所に一定程度キャッシュレス決済端末が導入された。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　■一部可能　　□不可能

説明会については商工団体等による実施も可能であるものの、社会情勢の急激な変化に対応した
キャッシュレス化に向けては、市が積極的に関与し、関係団体と連携しながら実施する必要がある。

□ある　　■一部ある　　□ない

より多くの事業者に制度理解を深めてもらうため、フォローアップが必要。

□ある　　■一部ある　　□ない

説明会の講師については、国の委託先から選定するため、コスト削減ができる。

□ある　　□一部ある　　■ない

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

５　事務事業の評価

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない


